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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、記載してお

りません。 

  

 

回次 
第37期 

第３四半期 
累計期間 

第38期 
第３四半期 
累計期間 

第37期 

会計期間 
自  平成26年２月１日 
至  平成26年10月31日 

自  平成27年２月１日 
至  平成27年10月31日 

自  平成26年２月１日 
至  平成27年１月31日 

売上高 （千円） 2,906,997 3,730,914 4,103,274 

経常利益 （千円） 247,488 570,337 426,089 

四半期(当期)純利益 （千円） 148,088 358,386 360,671 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

（千円） ― ― ― 

資本金 （千円） 754,392 794,942 783,872 

発行済株式総数 (株) 7,286,160 7,685,160 7,578,160 

純資産額 （千円） 2,641,326 3,239,865 2,911,264 

総資産額 （千円） 4,896,140 5,541,631 5,245,019 

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 20.45 46.91 49.45 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) 20.01 46.12 48.01 

１株当たり配当額 (円) ― ― 7 

自己資本比率 (％) 53.9 58.5 55.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 196,882 183,531 369,828 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △211,734 △244,072 △339,924 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 248,654 △290,127 358,263 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

（千円） 636,612 440,968 792,195 
 

回次 
第37期 

第３四半期 
会計期間 

第38期 
第３四半期 
会計期間 

会計期間 
自  平成26年８月１日 
至  平成26年10月31日 

自  平成27年８月１日 
至  平成27年10月31日 

１株当たり四半期純利益 (円) 5.91 12.03 
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２ 【事業の内容】 

当第３四半期累計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社につきましては、従来当社のその他の関係会社であったJSR㈱との資本業務提携を解消したこ

とにより、同社は当社のその他の関係会社ではなくなりました。 

この結果、平成27年10月31日現在では、当社グループは当社及び関連会社㈱エッチ・ビー・アールにより構成され

ることとなりました。 

事業系統図は、次のとおりであります。 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事業

年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1）経営成績の分析 

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、中国経済における景気減速や、欧州諸国における財務リスクに対

する懸念等はありましたが、米国景気が堅調に推移したことや、日本国内におきましても、経済施策等の影響によ

り、企業収益や雇用情勢に改善がみられたこと等、緩やかな回復基調を継続してまいりました。 

当社の主要な販売先であります半導体業界におきましては、一部には新規投資を抑制する部分もみられたもの

の、スマートフォン等に向けた先端半導体の生産は概ね順調であり、また、先端技術への設備投資も継続的に行わ

れたことから、全般的に市場は堅調に推移いたしました。また、太陽電池業界におきましては、業界の再編が続い

ており、新規設備投資に対して慎重な傾向も見られました。 

このような状況下、当社といたしましては、堅調に推移した半導体材料の生産体制を中心に、製造・販売・開発

が一丸となって企業としての体質強化に取り組むとともに、国内外を問わず新規顧客や、新規製品に向けた事業の

拡大を図ってまいりました。 

一方、利益面に関しましても、全社を挙げて経費削減に取り組むとともに、製造工程の見直し等を中心に、生産

の効率化や全社的な合理化施策等により収益の向上を図ってまいりました。 

その結果、売上高は3,730,914千円（前年同期比28.3％増）、営業利益は581,745千円（同139.4％増）、経常利益

は570,337千円（同130.4％増）、四半期純利益は358,386千円（同142.0％増）となりました。 

なお、当社の事業は、半導体等製造用高純度化学化合物事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるた

め、セグメント別の記載を省略しております。  

  

(2) 財政状態の分析 

 (流動資産) 

当第３四半期会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末比15,365千円増加し、3,372,715千円となりま

した。その主な要因は、現金及び預金が減少した一方で、電子記録債権、原材料及び貯蔵品等が増加したことによ

るものであります。 

 (固定資産) 

当第３四半期会計期間末における固定資産の残高は、同281,246千円増加し、2,168,916千円となりました。その

主な要因は、有形固定資産の増加によるものであります。 

 (流動負債) 

当第３四半期会計期間末における流動負債の残高は、同152,606千円減少し、1,592,414千円となりました。その

主な要因は、短期借入金の減少が未払金等を含む流動負債のその他の増加を上回ったことによるものであります。 

 (固定負債) 

当第３四半期会計期間末における固定負債の残高は、同120,618千円増加し、709,352千円となりました。その主

な要因は、長期借入金が増加したことによるものであります。 

 (純資産) 

当第３四半期会計期間末における純資産の残高は、同328,601千円増加し、3,239,865千円となりました。その主

な要因は、四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したことによるものであります。 
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第３四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ351,226

千円減少し、440,968千円となりました。 

当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は183,531千円（前年同期比13,351千円の収入の減少）となりました。これは主に、

税引前四半期純利益の計上570,337千円、減価償却費190,317千円等のプラス要因が、売上債権の増加額237,461千

円、たな卸資産の増加額89,916千円、法人税等の支払額285,560千円等のマイナス要因を上回ったことによるもので

あります。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果支出した資金は244,072千円（同32,338千円の支出の増加）となりました。これは主に、有形固定

資産の取得による支出243,170千円によるものであります。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果支出した資金は290,127千円(前年同期は248,654千円の収入）となりました。これは主に、短期借

入金の減少額450,000千円が長期借入金の収支のプラス193,140千円を上回ったことによるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は201,569千円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

(注) 提出日現在発行数には、平成27年12月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注） 新株予約権の行使による増加であります。 

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 27,240,000 

計 27,240,000 
 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成27年10月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年12月15日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 7,685,160 7,700,160 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード) 

単元株式数 
100株 

計 7,685,160 7,700,160 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成27年８月１日～ 
平成27年10月31日 

34,000 7,685,160 3,400 794,942 3,400 695,942 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成27年７月31日の株主名簿により記載しております。 

① 【発行済株式】 

平成27年７月31日現在 

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式73株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式       7,650,100 76,501 
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

単元未満株式 普通株式           1,060 ― 同上 

発行済株式総数 7,651,160 ― ― 

総株主の議決権 ― 76,501 ― 
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第４ 【経理の状況】 

  

１  四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。 

  

２  監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成27年８月１日から平成27年

10月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成27年２月１日から平成27年10月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３  四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

  

 

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成27年１月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年10月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 792,195 440,968 

    受取手形及び売掛金 1,108,610 1,092,391 

    電子記録債権 796,688 1,050,368 

    商品及び製品 52,074 7,940 

    仕掛品 242,480 275,738 

    原材料及び貯蔵品 279,416 385,325 

    その他 85,884 119,981 

    流動資産合計 3,357,349 3,372,715 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 1,011,108 1,029,948 

        減価償却累計額 △537,477 △571,882 

        建物（純額） 473,630 458,065 

      機械及び装置 840,171 1,198,694 

        減価償却累計額 △547,412 △580,256 

        機械及び装置（純額） 292,758 618,438 

      工具、器具及び備品 1,068,152 1,118,140 

        減価償却累計額 △777,162 △842,122 

        工具、器具及び備品（純額） 290,990 276,017 

      土地 608,641 608,641 

      その他 250,032 241,298 

        減価償却累計額 △106,182 △115,360 

        その他（純額） 143,850 125,938 

      有形固定資産合計 1,809,870 2,087,101 

    無形固定資産 5,283 4,708 

    投資その他の資産 72,514 77,106 

    固定資産合計 1,887,669 2,168,916 

  資産合計 5,245,019 5,541,631 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 98,781 113,854 

    短期借入金 ※  830,000 ※  380,000 

    1年内返済予定の長期借入金 251,796 334,042 

    未払法人税等 197,556 140,788 

    賞与引当金 42,066 94,645 

    その他 324,820 529,082 

    流動負債合計 1,745,020 1,592,414 

  固定負債     

    長期借入金 561,877 672,771 

    退職給付引当金 23,016 30,712 

    その他 3,840 5,868 

    固定負債合計 588,734 709,352 

  負債合計 2,333,754 2,301,766 
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                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成27年１月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年10月31日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 783,872 794,942 

    資本剰余金 684,872 695,942 

    利益剰余金 1,438,095 1,742,523 

    自己株式 △18 △18 

    株主資本合計 2,906,822 3,233,389 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 4,441 6,475 

    評価・換算差額等合計 4,441 6,475 

  純資産合計 2,911,264 3,239,865 

負債純資産合計 5,245,019 5,541,631 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第３四半期累計期間】 

 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期累計期間 
(自 平成26年２月１日 
 至 平成26年10月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成27年２月１日 
 至 平成27年10月31日) 

売上高 2,906,997 3,730,914 

売上原価 1,909,142 2,275,832 

売上総利益 997,854 1,455,081 

販売費及び一般管理費 754,846 873,336 

営業利益 243,008 581,745 

営業外収益     

  受取利息 53 110 

  受取配当金 12,024 4,956 

  保険金収入 - 3,554 

  保険差益 - 3,123 

  為替差益 11,823 - 

  その他 1,146 1,793 

  営業外収益合計 25,047 13,537 

営業外費用     

  支払利息 9,229 9,461 

  固定資産除却損 7,424 5,582 

  為替差損 - 9,884 

  その他 3,912 16 

  営業外費用合計 20,566 24,945 

経常利益 247,488 570,337 

税引前四半期純利益 247,488 570,337 

法人税、住民税及び事業税 122,907 232,591 

法人税等調整額 △23,507 △20,640 

法人税等合計 99,400 211,951 

四半期純利益 148,088 358,386 
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期累計期間 
(自 平成26年２月１日 
 至 平成26年10月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成27年２月１日 
 至 平成27年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税引前四半期純利益 247,488 570,337 

  減価償却費 172,724 190,317 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 46,154 52,579 

  受取利息及び受取配当金 △12,077 △5,067 

  支払利息 9,229 9,461 

  売上債権の増減額（△は増加） △200,713 △237,461 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △76,318 △89,916 

  仕入債務の増減額（△は減少） 53,585 15,072 

  未払又は未収消費税等の増減額 △2,692 △11,913 

  未払金の増減額（△は減少） 33,242 23,150 

  その他の流動資産の増減額（△は増加） △57,827 △24,826 

  その他の流動負債の増減額（△は減少） 16,332 △8,537 

  その他の固定負債の増減額（△は減少） 5,188 6,291 

  その他 5,441 △4,852 

  小計 239,757 484,636 

  利息及び配当金の受取額 12,077 5,067 

  利息の支払額 △9,216 △9,422 

  損害賠償金の支払額 - △20,723 

  法人税等の支払額 △45,735 △285,560 

  保険金の受取額 - 39,250 

  災害損失の支払額 - △29,717 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 196,882 183,531 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  投資有価証券の取得による支出 △900 △902 

  有形固定資産の取得による支出 △209,548 △243,170 

  無形固定資産の取得による支出 △1,285 - 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △211,734 △244,072 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） - △450,000 

  長期借入れによる収入 400,000 400,000 

  長期借入金の返済による支出 △143,157 △206,860 

  リース債務の返済による支出 △3,263 △2,901 

  株式の発行による収入 9,420 22,140 

  配当金の支払額 △14,344 △52,506 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 248,654 △290,127 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,692 △557 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 235,495 △351,226 

現金及び現金同等物の期首残高 401,116 792,195 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  636,612 ※  440,968 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四

半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務

期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重

平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱いに従って、当第３四半期

累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。 

 この結果、当第３四半期累計期間の期首の退職給付引当金が1,404千円増加、繰延税金資産が491千円増加、利益剰余

金が912千円減少しております。また、当第３四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

  

(四半期貸借対照表関係) 

※ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に基づ

く借入金未実行残高等は次のとおりであります。 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。 

  

(株主資本等関係) 

前第３四半期累計期間(自  平成26年２月１日  至  平成26年10月31日) 

１  配当金支払額 

  

２  基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 

  

 

  
前事業年度 

(平成27年１月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年10月31日) 

当座貸越極度額 1,500,000千円 1,500,000千円 

借入実行残高 830,000 〃 380,000 〃 

差引額 670,000千円 1,120,000千円 
 

  
前第３四半期累計期間 
(自  平成26年２月１日 
至  平成26年10月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自  平成27年２月１日 
至  平成27年10月31日) 

現金及び預金 636,612千円 440,968千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 ― 〃 ― 〃 

現金及び現金同等物 636,612千円 440,968千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年４月24日 

定時株主総会 
普通株式 14,478 2 平成26年１月31日 平成26年４月25日 利益剰余金 
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当第３四半期累計期間(自  平成27年２月１日  至  平成27年10月31日) 

１  配当金支払額 

  

２  基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるた

め、記載を省略しております。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当社の事業は、半導体等製造用高純度化学化合物事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため、記載

を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年４月23日 

定時株主総会 
普通株式 53,046 7 平成27年１月31日 平成27年４月24日 利益剰余金 

 

項目 
前第３四半期累計期間 

(自  平成26年２月１日 
至  平成26年10月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自  平成27年２月１日 
至  平成27年10月31日) 

(1) １株当たり四半期純利益 20円45銭 46円91銭 

    (算定上の基礎)     

    四半期純利益(千円) 148,088 358,386 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純利益(千円) 148,088 358,386 

    普通株式の期中平均株式数(株) 7,242,237 7,640,460 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 20円01銭 46円12銭 

    (算定上の基礎)     

    四半期純利益調整額(千円) ― ― 

    普通株式増加数(株) 157,371 129,953 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要 

― ― 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成２７年１２月１５日

株式会社 トリケミカル研究所 

取  締  役  会    御  中 
  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ト

リケミカル研究所の平成２７年２月１日から平成２８年１月３１日までの第３８期事業年度の第３四半期会計期間（平

成２７年８月１日から平成２７年１０月３１日まで）及び第３四半期累計期間（平成２７年２月１日から平成２７年１

０月３１日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロ

ー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トリケミカル研究所の平成２７年１０月３１日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
公認会計士  渡 邊 力 夫      ㊞ 

業 務 執 行 社 員  
 

指定有限責任社員 
公認会計士  伊 藤  正 広      ㊞ 

業 務 執 行 社 員  
 

指定有限責任社員 
公認会計士  大 屋 誠三郎      ㊞ 

業 務 執 行 社 員  
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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【表紙】   

【提出書類】  確認書 

【根拠条文】  金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】  関東財務局長 

【提出日】  平成27年12月15日 

【会社名】  株式会社トリケミカル研究所 

【英訳名】  Tri Chemical Laboratories Inc. 

【代表者の役職氏名】  代表取締役社長      太  附      聖 

【最高財務責任者の役職氏名】  該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】  山梨県上野原市上野原8154番地217 

【縦覧に供する場所】  株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長太附聖は、当社の第38期第３四半期（自  平成27年８月１日  至  平成27年10月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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